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国-4. 多j苫舗小売業の進出
IV 弱1路市中心商業地の環境の変化
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N-2. 周辺商業地との関係の変化
V まとめ
I はじめに
都市内には種々の形態・機能の小売商業地が分布するが その中で都心に立地する小売商業地は規
模が最大で，機能的にも最高位の地位にあり，そのような小売商業地は中心蕗業地と呼称される. し
かしながら，第2次大戦以降における都市の外縁的拡大と自家用車の普及の過程で，自家用車による
買物行動に対応した大規模な小売商業地が都市郊外に形成され それが中心跨業地と競合する存在に
なってきた.
この傾向が顕著であるのは 都市郊外に高級住宅地が発達し 自家用車による買物行動が一般化し
ている北アメリカの都市である.郊外地区には規模・機能の双方において，都心の中心商業地に匹敵
する複合機能商業センターが建設された1) それにより 都市・大都市圏の小売業の地域構造は，都
心の中心商業地を頂点とする単核的構造から，複数の小売商業地が頂点をなす多核心構造へと変化し
ているのである2) 一方，行政により小売業の郊外への分散化が制限され，かつ公共交通機関への依
存度が高いイギリスの都市では，北アメリカで建設されたような大規模な郊外の計画的ショッピング
センターは，近年まで希な存在であった.孤立立地型の大規模小売庄が都市の縁辺部に立地すること
は多いが，イギリスでは都心の中心蕗業地が現在でも都市および大都市圏の頂点の地位にある3) し
かしながら， 1980年代以降小売業の郊外立地に対する規制が緩和されたことにより，従来中心商業地
の重要要素であった寅毘品小売業が市街地の縁辺部や都市域外で急増しており 都心の中心商業地を
取りまく商業環境は激変しつつある4)
日本の都市は公共交通機関への依存率が高く また大規模小売庖の開業が法律上告Ij摂されている点
で，イギ1)スの都市と類似する. 日本における大都市圏内小売業の地域構造の研究では，大規模小売
活規模のスーパーを主体とする小売業の郊外化は進展しており 5)，郊外地区で大規模小売庖規模の庖
舗を核とする商業的拠点が形成され それらは都心の中心商業地と競合する機能を持ちつつあること
が指摘されている6) それに対し 都心の中心商業地の小売業販売額が大都市留に占めるシェアは相
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対的に低下しているが，アメリカ合衆国の都市のような絶対的衰退は示していない7)
次に，よりミクロスケールである都市内レベルでは，大規模小売j苫を核とする周辺商業地が，規模
的にも機能的にも都心の中心蕗業地に匹敵するかそれを凌駕する存在になりうる.大都市i習の核であ
る大都市内部では大都市臨全域から買物客が集中する都心地区の小売業活動が一層活発化したが，都
心周辺地区の小売業機能は衰退しており， また，小売環境との関係では，老朽木造住宅地内の小売業
の衰退が著しし，8) 人口増加が著しい大都市圏郊外の都市でも，幹線道路沿いに形成された大規模小
売庖を核とする小売商業地が，駐車場の不足しがちな従来の中心街業地を脅かす存在となっている9)
一方，大都市間以外に位置する地方都市では，需要の絶対規模が小さく，それが近年停滞か減少傾向
にあり，さらに大都市留に比べて買物手段としての自家用車への依存の度合が高い10) そのため，
郊外型信舗の集積が既存の中心商業地へ及ぼす影響の度合は，大都市圏以上で、あると見なせる11)
本研究では，北海道道東の 1地方都市である釧路市を事例として，地方都市の中心商業地の変化を
考察する.小売業の変化を考察する研究は，長期的傾向に関するものと短期的変化を分析するものと
に区分される12) 前者は小売構造と需要・交通条件などの小売業を取り巻く環境の変化との関係で
小売商業地の変化を解明するものであり，後者は小売業開の空間的競合により生じる小売商業地の変
化を主たる考察対象とするものである.両者を統合する研究の例として， Brown13)は，大規模な再開
発が行われていない地方都市の中心商業地が，その構成要素である庖舗の開業，廃業および移転のプ
ロセスを経ていかに変化したかを検討した.本研究では， Brownの研究枠組みを援用して， ~1I 1路市
の中心部業地の変化を考察するものである.すなわち，中心商業地を構成する個々のj苫舗の新設，廃
業のプロセスを経て，それらの総体としての中心商業地の変化の実態を解明する.
さらに，個々の小売商業地は，それと競合する他の小売商業地の変化の影響を受けて変化する.f1J 
述のように近年における中心商業地の変化は 都市郊外に形成された新しい周辺商業地や庖舗の立地
動向を無視して，その変化を考察することはできない.また，それらの小売業の立地動向の変化は消
費者買物動向の変化とi呼応するものであろう.そこで，本研究では，中心商業地の変化に多大な影響
を与えると考えられる環境因子である，留1路市のj晋辺商業地の変化と消費者買物動向の変化を考察す
ることにより，地方都市における中心商業地の変化を理解することとする.
上記のように本研究は地方都市の中心商業地の変化を考察するものであるが，地域的な小売業の変
化を考察するi療に，全国的な小売構造の変化の傾向を無視することはできない.日本では1982年以降，
第2次大戦以降初めて継続的に小売業活舗数が減少している.それは従来圧倒的多数を占めていた従
業者規模 1・2人の零細規模の小売業の減少幅が大きかったためで，逆にそれ以上の規模の小売業は
増加している.このことは，小売業において活舗・会社規模が拡大していることを示しており，実際，
組織別に見ると，個人組織小売業，特にその中で常時麗用従業者を雇用しない他人組織小売業と支庖
を宥さない独立庖舗が減少しているのに対し，法人組織小売業と多活舗小売業は増加している14)
すなわち， 1980年代以降における日本の小売構造の変化は，零細規模で生業的経営の小売業の減少に
企業的経営の小売業の増加で、あると言えよう.この傾向は程度の差こそあれ，全国どの都道府県でも
認められた15) この近年における小売構造の変化は，J;5舗の廃業と新規立地のプロセスによって生
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じるものである.本研究では，針1路市の中心商業地内活舗の動態を考察するが，それにより日本の小
売構造の動向の実態を， ミクロスケールで明らかにすることができょう.
E 研究対象地域の概観
研究対象地域とした釧路市は，北海道東部の政治的・経済的拠点都市で 人口は近年減少傾向にあ
り， 1990年 9月現在207，768人(住民基本台帳)である.北海道東部では，市音1)が互いに120kmほど
離れて立地しており，各市部はその局辺に広大な語圏を有する. #')1路市の場合，その寅回品の商圏は
釧路支庁全域とほぼ重なる範1mである16) また，経済の低成長期以降釧路市の小売業年間販売額が
北海道に占める割合は1974年の4.60%をピークにして停滞傾向にあり， 1988年の値は4.22%である.
なお， #')1路市を除くま1路支J=J=の小売業年間販売額割合は1976年の1.66%をピークに低下して， 1988年
には1.41%になった. #'JIl路市に市街地が隣接する釧路町以外に釧路市の商圏内には第 1種大規模小売
}苫がほとんど進出しておらず，釧路市の商業Ij'0優位性は揺るいでいないと言えよう.
第 1図は，弱1路市の小売構造指標の推移を示したものである.各指標は1976年を100とした指数と
して表されている.全信的傾向と同様に， 1982年をピークとして，告1路市の小売業j苫舗数は低下して
おり， J苫舗密度もそれとほぼ同じ変化傾向を示している.また，法人j苫舗率は一貫して増加しており，
逆に従業者規模 1・2人の零細小売業活舗率は1982年以降減少して1988年には1976年の水準を下回
わっている.このことから 釧路市の小売構造の変化は，ほほ全国的動向を反映していると言えよう.
第2図は， fJ1路市の中心商業地の位置と第 1種大規模小売庖17)の分布を示したものである.中心
商業地は， ]R釧路!訳から!日告1路)1に至る北大通沿いに位寵しており，針路市とそれと市街地が連続
する釧路町の一部における第 1種大規模小売庖規模の庖舗16庖中 9庖が立地する.中心商業地におけ
る第 1種大規模小売庖の分布は，中心商業地の北端である]R~II路駅前と，南端に位置する!日銀11 路)1 
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第2図 中心商業地の位置と第1種大規模小売庖の分布 (1989年)
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第3図 小売業従業者数構成比の分布 (1988年)
資料:商業統計
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の右岸沿いに 2分している.]R (fJI路駅前では，部1路市に初めて進出した全国的スーパーチェーン活
であり， 1989年現在留1路市第2位の規模の庖舗面積を有する長崎屋18)が立地し， 1日到1路)1沿いでは，
{fjl路市最大の活舗面積を示す地元資本の鶴屋19)が立地する.さらに，中心商業地南端では1989年に
釧路フイッシャーマンズワーフが開業した20) なお，到1路市第 3位の庖舗面積を有する活舗は，
1981年に新橋大通に進出したイトーヨーカドー21)であり，その進出を契機として，新橋大通商活街
は中心商業地に次ぐ買物中心地となった22)
次に， 1988年の釧路市市街地における標準メッシュ別小売業従業者数構成比23)の分布を示した第
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3@によると，中心商業地が含まれる範囲であるi日釧路)1 河口付近の右岸一帯のメッシュが最大の割
合を示しており，次に小売業従業者数が多いメッシュは，中心街業地から新橋大通高広街までの一帯
に集中する.この図で示したように，釧路市で、は郊外に近年相次いで、大規模小売j苫が進出し，それら
を核として高信街が形成されているが，中心商業地の小売業集積量はまだ突出して多い.
本研究で対象とする中心商業地の範囲は，ブロックごとの小売業の集積量を考慮して，釧路駅前の
西側で第 1種大規模小売庖が集積するブロックから!日釧路川に至る北大通沿いと飲食j苫の集積地であ
る末広IlJを含む範囲である(第 4図参1.景).分析に用いた資料は， 1989年3月から 7月にかけて実施
した上記の範囲内に立地する全小売業479J苫舗に対する開き取り調査により得られたもので， 433活か
ら自答を得たが，項目により回答数が異なるため，以下の分析内容ごとに};5舗数は異なる.
車 中心高業地の変化
部-1 業種変化
留IJ路市に初めて立地した全国的チェーン展開を示すスーパーは， 1976年に]R釧路駅前に立地した
長崎屋であった.本節ではそれが立地する産前の1975年から1989年現在までの中心商業地の変化を考
察する. 1989年現在，北大通では歩道の拡張とカラーブロック舗装，電線の地下埋没など事業を進め
ている最中であり それと並行して北大通沿いで改装する庖舗もある24) 1975年の土地利用を第 4
図に" 1989年のそれを第 5図に示し，両年次の業種別土地利用数を第 1表に示した.なお，第 1表で
は寄り合い百貨庖内のテナントは数えていないので後述する第4表以降におけるj苫舗数とは異なる.
1975年では， jJ1路駅前と北大通高部に それぞれ第 1種大規模小売庖が集積しており，それを中心
として商業核が形成されている.その間の北大通沿いには銀行などの金融機関が多く，小売業が連続
して立地するとはいえ 釧路駅前と北大通南部とに中心商業地の核が2分されている.北大通中心部
において駐車場と広い敷地を有する金融機関が立地したことにより，その傾向は1989年では一層進展
している.
なお，図に示していないが中心高業地の西側に隣接して市役所・警察署など針路市のほぼ全ての官
公庁が集積し， I日釧路川の対岸には，釧路支庁などの行政機関が立地しており，中心商業地は釧路市
ばかりではなく，釧路支庁全域の行政センターの役割を果たしている.さらに，中心商業地内に立地
する金融機関や各種事業所などが針路圏内の通勤者を中心商業地に集中させており，それらの中心商
業地に及ぼす影響は，多大なものがあろう.中心商業地以外にこのような役割を持つ小売商業地は現
在釧路器内に立地していないため，雇用機会を擁する点で，中心商業地の優位性は揺るぎないもので
あろう 25)
次に，第 1表によると，この期間で増加している小売業の業種は，男子服，婦人・子供服小売業，
ファーストフード庖，花・植木小売業で，逆に減少しているのはその他の飲食料品小売業，家庭用機
械器具小売業，他に分類されない小売業などである.この表では大型庖内のテナントを除外している
ので，それを含めると衣料品関係の小売業の増加i揺は一層大きいことが予想できる.特にブティック
形態の婦人服小売業は大型店内のテナントとして入庖することが多いので ~II路市中心商業地では，
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第 4図 到1路市中心商業地の土地利用 (1975年)
資料:聞き取り，住宅地図
1 .各撞商品小売業・専門店ピル 2. 買回品小売業 3. 最寄品小売業 4. 第 1種大
規模小売店 5. 歓楽施設 6.飲食庖・飲食活ピル 7. 宿泊施設 8.銀行・証券・
保険会社 9. その他の事業所 10. 公園 11.駐車場 12.住宅 13. その他の土地利
用
最寄品小売業の割合が低下し，衣料品関係の専門屈の比重が一層強くなったといえよう.
小売業以外で増加している機能は駐車場・空き地・空き家のみである.この内， .駐車場の増加は著
しく， 1989年には 1区画が広い駐車場が中心商業地全域に分布する.特に，中心商業地の北端である
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第 5図 留1路市中心商業地の土地利用 (1989年)
資料:現地調査
凡例は第4図と問じ
弱1路駅前と南端の旧留1路)1右岸には広大な平面駐車場が建設されており，それらが中心商業地の南北
の参入口の役割を担っている.一方，歓楽施設，その他の飲食15などのサービス業と飲食庖，金融機
関，その他の事業所および住宅は減少している. しかしながら，両年次の土地利用を比較すると，事
業所と飲食店の面積に減少は認められない.この期間に事務所と飲食j苫をテナントとする雑居ピルが
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第 1表卦1路市中心商業地の土地利用 (1975年と1989年)
業 干重 1975年(大規模小売庖) 1989年(大規模小売応)
各種高品小売業(寄合百貨庖を含む) 8(7) 8(8) 
呉服小売業 7 7 
男子flIz小売業 4 10 
婦人・子供服小売業 7 21 
靴・履物小売業 17 15(1) 
その他の衣料品小売業 13(1 ) 13(2) 
スーノマーマーケット 3 3 
ファーストフード1;5 。 5 
菓子・パン小売業 10 8 
その他の飲食料品小売業 44 34(2) 
家具小売業 4(2) 2(2) 
金物・陶磁器小売業 6 5 
家庭用機械器具小売業 10 5(1) 
医薬品-化粧品小売業 12 12 
書籍・文房具小売業 5 8 
スポーツ用品-玩具・楽器小売業 5 6(1) 
時計・眼鏡・宝石小売業 12 13 
花・植木小売業 2 6 
他に分類されない小売業 30 21 
喫茶庖・レストラン 29 30 
その他の飲食庖 377 274 
宿泊施設 12 7 
歓楽施設 34 22 
個人サービス業 29 15 
銀行・保険・証券会社 18 16 
その他の事業所 67 45 
駐車場・空き地・空き家 46 82 
住宅 26 11 
資料:現地調査，開き取り調査および住宅地菌
増加して，それらの庖舗数は見かけよ減少したのである.特に，近年末広告lJにおいて多数飲食庖ピル
が建設されたため，土地利用件数における飲食庖の減少将が大きい.雑居ピルの建設により整理され
た敷地は駐車場として利用されたため 駐車場と空き地が増加したと考えられる.それらは者ιしにお
ける漸移的利用と見なせよう 26)
ill-2 rn舗の交替
前章で述べたように，近年における日本の小売構造の変化は，零細規模個人組織小売業および独立
小売業の減少と，法人組織小売業と多活錦小売業の増加としてまとめられた. 1979-88年間における
釧路市中心部を含む範囲の小売業活舗数の増減を示したのが第 2表である.この表における数値は，
釧路市中心商業地が含まれる標準メァシュ 4地区の値を合計したものである27)それによると，中
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第 2表 到1路市中心酪業地とその周辺部の!苫舗数変化
指 1979年割合(%) 1988年割合(%) 1979-88応舗数変化率(%)
ノゴ\ニノJ 、九ゴニミ~ 18.45 17.49 -9.84 
従業者数 1-4人小売業 67.21 66.18 -1l. 22 
買i百品小売業
最寄品小売業
その他の小売業
51.80 51.27 -10.76 
42.95 42.67 -10.43 
4.92 5.82 6.67 
資料:商業統計，事業所統計
全小売業の割合は，全事業所数に対する割合.それ以外は全小売業に対する割合を示す.
心商業地とその周辺部では， 1979年以降小売業J;目指数は減少したが，従業者数 1-4人規模の小規模
小売業の減少率は若干ながらそれを上回っており， ~JH路市中心部において，小売業の規模拡大が僅か
ながら進展している.また，寅回品・最寄品小売業は双方共に)苫舗数を減少させており，自動車関係
業種を示すその他の小売業が増加している.本研究の中心高業地の範囲では自動車小売業は立地せず，
ガソリンステーションが]庖のみであるので，自動車関係業種の増加は，中心商業地の外部で生じた
のであろう.
前節における土地利用の変化の分析では， 1975年以降，中心商業地で最寄品が減少し，衣料品関係
の専門信が増加していた. また，中心商業地とその周辺部では，小売業庖舗数が減少したが，特に従
業者数1-4人規模の小規模活舗の減少幅が大きかった.これらの小売業の変化は，J;5舗の廃業と新
設のプロセスを経て生じたものである.そこで 本節では j苫舗が廃業・移転した後に新たに別のj吉
舗が開業した場合や応舗の名称が変化した場合をJ苫舗の交替と呼称し， 1975年以降の中心商業地にお
ける庖舗交替を考察する.
小売業が関わったj苫舗交替地点のみを示したのが第 6図である.それによると，活舗の交替地点は
中心商業地の南北両端で少なく，北大通の中心付近で多い.北大通の中心部では， J苫舗の交替回数も
多く，中心商業地の核心部ではj苫舗開立地競争が激しいことを示すものであろう.また，{Fjl路駅前か
ら北大通中心部付近までと末広町東部で，小売業が廃業して現在非小売業になっている地点が多い.
現在における土地利用は 北大通中心部では駐車場か事業所ピルの一部，末広町ではほとんどが飲食
庖になっている.前者の場合，金融機関の専用駐車場が主体であり，このことは，北大通中心部が業
務街としての特徴を強めていることを示している.末広町では，飲食庖街としての機能の純化が進展
しているといえよう.
第3表は}苫舗の交替に際して生じる業種の変化についてまとめたものである.最も多いのが他の機
能から寅回品小売業への変化であり，買回品小売業からの変化を含めると，寅回品小売業への変化を
示す形態が全体の48.2認を占める.北大通の中心部では業務街化，末広町では飲食庖街化する傾向が
あるとはいえ，留1路市の中心商業地では，寅回品小売業以外の機能が買回品小売業に業種を変化させ
るか，それらが廃業した後に寅留品小売業が進出する立地変化が主体であると言える.イギリスの地
方都市の都心で，ある業種の廃業後に同一業種の庖舗が新設する例が多いことが指摘されている
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第6図 説1路市中心商業地における}苫舗の交替地点 (1975-89年)
資料:1rJき取り調査，住宅地図
が28) 弱1路市の中心商業地でも買毘品小売業から買回品小売業への変化がもっとも多い.
次に多いのが駐車場・空き地・住宅への変化件数である.特に買@品小売業と最寄品小売業からそ
れらの土地利用への変化が37件あり，それらで全変化件数の2l.8%を占める.これらの変化形態は，
前述のように釧路市中心部で、金融機関が駐車場を拡大・建設したためと 一時小売業が空き地や空き
家になった後，別の小売業に利用される 漸移的利用である.
部-3 存続，廃業および新設小売業の諸特徴
本章では， 1975:年以降において営業を続けている小売業と，廃業・新設した小売業の特徴を考察す
る. 1975年以前から現在の場所で営業を続けている小売業を，存続庖舗と呼称しそれらの業種別居
舗数を示したのが第4表である.存続j苫錦率は34.3%であり，このことは，逆に65%以上の中心商業
地の庖舗が，近年15年間に新たに立地したことを意味する.
第4表によると，存続広舗のj苫舗数が多い業種は，広告itl数が多い}I買に，その他の飲食料品小売業，
他に分類されない小売業 時計・眼鏡・宝石小売業，婦人・子供服小売業および、医療品・化粧品小売
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第 3表 J;5舗の交替形態(1975-89年)
交替形態 件数
員@品小売業→翼団品小売業
最寄品小売業→寅回品小売業
?
?
?? ? ?
?
?
?
?
???
「?
???
???
???
?
?
? ?
?
??
ょっ
飲食)苫・宿泊施設・歓楽施設・個人サービス業→真由iZ小売業
金融機関・その他の事業所→寅回品小売業
駐車場・空き地・住宅→寅[g:1品小売業
寅@品小売業→最寄品小売業
最寄品小売業→最寄品小売業
飲食J;ij.宿泊施設・歓楽施設・個人サーピス業→最寄品小売業
金融機関・その他の事業所→最寄品小売業
駐車場・空き地・住宅→最寄品小売業
寅国品小売業→飲食j苫・宿泊施設・歓楽施設・個人サービス業
寅@品小売業→金融機関・その他の事業所
寅回品小売業→駐車場・空き地・住宅
最寄品小売業→飲食j吉・宿泊施設・歓楽施設・個人サーピス業
最寄品小売業→金融機関・その他の事業所
最寄品小売業→駐車場・空き地・住宅
資料:聞き取り調査，住宅地図
第4表 到IJ路市中心商業地における存続活舗数 (1989年)
?
庖舗数(割合)
4( 80.0%) 
6( 66.7%) 
8( 36.4 %) 
15( 18.3%) 
9( 42.9出)
5( 26.3 %) 
1 ( 33.3 % ) 
3( 23.1 % ) 
4( 2l.1%) 
31( 20.7%) 
2(100.0% ) 
5( 83.3話)
3( 50.0%) 
15( 65.3出)
9( 64.3%) 
6( 35.3%) 
16( 69.6%) 
5( 45.5%) 
17( 5l.5%) 
164( 34.3%) 
資料:開き取り調査
業種
各種商品小売業(寄合百貨庖を含む)
呉服小売業
男子蹴小売業
婦人・子供服小売業
靴・履物小売業
その他の衣料品小売業
スーパーマーケット
ファーストフードj苫
菓子・パン小売業
その他の飲食料品小売業
家具小売業
金物・陶磁器小売業
家定期機械器具小売業
医薬品・化粧品小売業
書籍・文房具小売業
スポーツ用品・玩具・楽器小売業
時計・眼鏡・宝石小売業
花・植木小売業
他に分類されない小売業
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業である.しかしながら，存続庖舗が1989年の全小売業に占める割合が高い業種は，割合が高いiII買に，
家具小売業，各種商品小売業，金物・陶磁器小売業，時計・眼鏡・宝石小売業，呉m~小売業，医療iiiz­
化粧品小売業および書籍・文房具小売業である.各種商品小売業，時計.IJlH克・宝石小売業，呉Jj!i小
これらは近年中心商業地以外に立地することを指向する業種が主体である.売業をi徐くと，
なお，契約チェーン応は，支J;5として集計存続)~~~舗の経営組織別割合を示したのが第 7 図である.
支j苫がすなわち本広が40庖，支j苫を有する );5~r1ì，独立応が86);~~ ，存続J;5告flil64J苫の内，されている.
支j苫の6割近くが釧路市に本j苫が所在する広告mである.後述するように，毎日路市中心商28庖であり，
業地において本J;5は62J苫であるので，その65%近くを1975年以前からの存続応舗が占めることになる.
存続);5"舗はお1路市中心商業地に広く分布する.組織7JUにみると JR釧路駅前である中心商業地北
中心商業地中心部では本広が，南部では本j苫，支庖および独立応部では独立j苫が卓越するのに対し，
中心商業地南部の第 1 種大規模小売)~5のテナン
またJRj;JI路!訳ピルのテナントとして立地しており，留1路市中心商業地の南北の商業核の
が混在する.中心部と南部に立地する本j苫の支庖が，
トとして，
???? ? ?
?
? ?? ?〕?
?
、????
??
?????
?????????????
?
?
?
??
??
?
ム独立J苫
田本田
@支活(本庖北海道外)
@支活(本活北海道内)
0支活{本庖おi路市内)
。 290m
安1路市中心商業地における存続応舗の分布 (1989年)
資料:I謂き取り調査
第7国
従業者規模
独立庖
本-支j苫
合計
2人以下
41 
30 
71 
2分化を促進している.
第 5 表廃業・新設);!_~Í'ìmの特徴 (1982-89年)
廃業);5舗j
合計. I 2人以下
79 I ] 
85 1 60 
164 61 
新設
合計
6 
146 
]52 
資料:商業統計， Ilfjき取り調査
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次に，中心商業j誌において現在廃業した庖舗と，新規に立地した広舗の特徴を検討する.既に廃業
したj苫舗の所在とその特徴は， 1982年街業統計に基づき分析する.そのため，本節における廃業活舗
とは， 1982年において営業していたが，現在廃業した応舗である.廃業j苫舗と新設j苫舗の従業者規模
別・経営組織73Uのクロス統計を示したのが，第 5表である.廃業広広告m数が1641苫で新設j苫応舗数は
1521苫であり， 1982年以降， 121苫が減少したことになる.廃業}苫と新設)吉の違いは，次のとおりである.
第1に，廃業j苫の独立応と本・支J;5の割合は後者が若干多いのみであるのに対し，新設j苫の独立j苫は
61苫のみである.新設された庖舗はほぼ支I?iであり，中心商業地において近年，独立j苫が廃業した後
に多j苫舗小売業が進出していることを示している.第 2に，廃業・新設1;5舗共に従業者規模 2人以下
の零細j苫舗の割合が最大であるが，従業者規模5人以上の広舗数とその割合は，新設J苫舗が廃業活舗
を上回る.新設j苫~ïIiはほぼ多庖舗小売業である.すなわち， 1982年.tJ、降，針路市の中心商業地では，
独立j苫の廃業と多j苫舗小売業の新設により庖舗が入れ替わっている.新規参入の多広舗小売業におい
て零細規模小売業の庖舗数割合がもっとも高いが，従業者規模 5人以上の庖舗割合が比較的高く，ま
た，新規j苫舗の絶対数が廃業)苫舗よりも少なかった.これが零細庖舗の割合を低下させたのである.
国-4 多活舗小売業の進出
前節において，近年における中心商業地の新規立地庖舗の主体が多庖錦小売業であることが，明ら
かになった. 1989年における釧路市中心商業地の経営組織別居舗数と，その業種別の割合を示したの
が第 6表である.本活と支庖とを合計した多庖舗小売業が全小売業に占める割合は48.1%であり，そ
の割合が特に高い業種は，ファーストフードj苫，家庭用機械器具庖，スポーツ用品・玩具・楽器小売
業，婦人服・子供服小売業，靴・履物小売業である. また，支活の中では釧路市に本j苫がある支j苫が
圧倒的多数を占めており，それが特に高いのは，男子服小売業，靴・履物小売業，その他の衣料品小
売業，その他の飲食料品小売業，医薬品・化粧品小売業，スポーツ用品・玩具・楽器小売業，花・植
木小売業および他に分類されない小売業である.一方，釧路市以外に本j苫が所在する支広の割合が高
い業種は，婦人・子供服小売業，ファーストフード庖，時計・眼鏡・宝石小売業である.明確ではな
いが，高級寅回品で、は到1路市以外の資本の小売業が主体になる傾向にあると言えよう.しかしながら，
衣料品関係業種で、は，割合が低いが婦人・子供服でも留1路市に本j苫が所在する庖舗の支活が多くあり，
それらの本庖はほぼ全て中心商業地内に立地する.
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第6表 弱1I路市中心商業地における組織別}~~~iH数 (1989年)
支
業 種 本宿(割合) 独立応付近合)
本m北海道外本山北海道内 本J;~i斜路市支}苫合計(割合)
各種商品小売業 O( 0.0%) 。 2(40.0% ) 3( 60.0%) 
呉服小売業 O( 0.0%) 。 2(22.2%) 6( 77.8%) 
男子HIl小売業 3(13.6% ) 。 7 8(36.4 %) 9( 50.0%) 
婦人・子供Il日小売業 12(14.6% ) 8 15 24 47(57.3% ) 18( 28.0%) 
靴 Jl霊物小売業 9(42.9% ) 。 。 J ι、 3(14.3%) 8( 42.9%) 
その他の衣料品小売業 2( 10.5%) 1 5 7(36.8% ) 10( 52.6%) 
スー ノfー マーケ y ト O( 0.0%) 。 。 1(33.3% ) l( 66.7%) 
ファーストフードm O( 0.0%) 7 。 3 10(76.9%) 3( 23.1 %) 
菓子パン小売業 2(10.5% ) 。 5 6 1 (57.9 %) 4( 31.6%) 
その他の欽食料品小売業 8( 5.3%) 2 6 22 30(20.0% ) ]]1( 74.7%) 
家具小売業 O( 0.0%) 。 。 。 O( 0.0%) 2(100.0% ) 
金物・陶磁器小売業 1(16.7% ) 。 。 。 。(0.0%) 5( 83.3%) 
家庭用機械器具小売業 1(16.7%) 。 2 3(50.0% ) 2( 33.3%) 
医薬品 化粧品小売業 5(21.7%) 。 7 8(34.8% ) 10( 43.5%) 
書籍・文房具小売業 2(14.3%) 。 2 5(35.7% ) 6( 50.0%) 
スポーツ用品・玩具・楽器小売業 2(11.8%) 5 7(41.2% ) 7( 47.1 %) 
時計・眼鏡宝石小売業 6(26.1 %) 3 2 3 8(34.8% ) 8( 39.1 %) 
花・描木小売業 1( 9.1 %) 。 。 3 3(27.3% ) 6( 63.6%) 
他に分類されない小売業 8(24.2%) 3 3 7 13(39.4%) 12( 36.4 %) 
合計 62(13.0% ) 28( 5.9%) 38( 7.9%) 102(21.3%) 168(35.1 %) 231( 51.9%) 
資料:Ij打き攻り調査
次に， 1989年における中心商業地の多応舗小売業の分布を示したのが 第81:21である.それによる
と，中心高業地の中心部付近に本広が集中しており，支J;~~ は中心酪業地の南北両端付近に集 r:jコしてい
る.支j苫は主に大規模小売j苫内にテナントとして立地する.なお，末広IlfJ南西部に釧路市以外の北海
道内に本広がある支j苫が集中しているブロ yクがあるが，そこはファ yション関係の小売業が集積す
る大規模小売j苫で、ある. また，中心商業地最南端に位置する弱1路フイ yシャーマンズワーフのj苫舗で
は釧路市の支j苫が多いが，それらの主体は釧路駅前に本j苫が所在する生鮮食料品)6の支J;5で、あり，釧
路市を訪れる観光客を対象とする釧路市の特産物の販売J6で、ある.
次に，多j苫告lIi小売業と独立j苫の1989年現在の地点における開業時期を示したのが第 7表である.支
)5を展開する本j苫の半数以上が1970年}j、前の開業で、ある.これらのj苫舗は，北大通沿いに古くから立
地しており，北大通りの発展に伴い，支J;~~ を展開できるほどの資本を蓄積してきたものであろう.一
方，支j苫の開業時期はほぼ1975年以昨であり，特に，長IJ奇屋が開業した1976年を除くと， 1985年以降
に集中している.なお，独立j苫の開業年は， 1980年以前が主体である. 1980年以降に開業した独立庖
も多いが， 1975-80年に開業した独立桔841吉中421吉が和i高市場が1978年に共同広舗化した以前から営
業していた庖舗がテナントになったもので，また1980-85年の67J苫中35庖が仮設市場の共i司応部i化し
た際に同様にテナントになったものであり，それらの開業年は実際は， 1970年以前が主体である.
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臨本j苫
①支j占{本j苫北海道外)
@支j占(本j苫北海道内)
。支j苫(本活弱1路市内)
o 20 
4TI nl 
釧路市中心商業地における多庖舗小売業の分布 (1989年)
資料:開き取り調査
第8図
留1路市中心街業地における組織別r，可業年
開業年 70年以前 71-75年 76-80年 81-85年 86年以降 合計
独立j苫 76 11 87 46 10 230 
本 j苫 36 4 5 9 8 62 
支居(本庖北海道外) 。 6 9 3 10 28 
支j苫(本庖北海道内) 3 3 5 15 12 38 
支j苫(本)ð~lI路市内) 13 3 23 21 42 102 
三l二』3 きH 128 27 129 94 82 460 
第7表
資料:聞き取り調査
WI路市中心商業地の環境の変化もJ
消費者買物行動の変化IV -1 
告1路市民が中心商業地で買物する割合の変化を示したのが第8表である. 1979-89年にかけて，全
体的に中心商業地での買物割合は低下しているが，特に食料品，日用品などの最寄品と実用衣料，靴・
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第 8衰 弱1路市中心商業地での買物割合の変化 (1979年と1989年)
1979i:]三 1 989i~三
飲食料品 生鮮食料品 18.6% 
食器・金物・日用雑貨 一般食料品 14.5% 
日用雑貨 21.3話
j去療品・化粧品 28.6% 医療品・イヒ粧品 15.5% 
1ご有吉・シャツ・セーター 66.5% 実用衣料 39.6% 
呉J!i.洋Jl!i.コート・生地 75.9% 高級衣料 58.9% 
呉IJI~ .反物・寝具 50.] % 
服飾品・アクセサリー 54.3% 
靴・ハンドバ yク・身のmJりの品 76.6% 革ft.鞄 49.0% 
家具・家電製品 48.6% 家庭電気製J 27.6% 
家具・インテリア 40.9% 
書籍・文房具・スポーツ・楽器・ 64.8% 書籍・文具 33.3% 
レコード・ 1寺計・カメラ 楽器・レコード・スポーツ用品 60.8% 
H寺計・メガネ・カメラ 54.8% 
資料:北海道商j苫街振興組合連合会(1980) lI-jlJI路地区一大型j苫進出対策臨応街環境実態報告書』
1iJlIl路市・弱1路商工会議所(1989) 1釧路管内問題動向調査報告書』
鞄の低下が著しい.一方，高級衣料品関係，楽器などの高級な寅巨i品に関してはそれほど買物割合が
低下していない.この期間に大規模小売};~~を核とする周辺商業地の異物吸引力が強化したが，高級員
四品に関しては，中心商業地の地位が維持されているといえよう. しかしながら，中心商業地での買
物割合は，一般食料品で、さえ15%近い値を示しており，中心商業地の顧客吸引力の強大さを示してい
る.
次に， もっとも高次な買Iill品の一つで、ある高級衣料品について，その1982年以降における主たる買
物場所の変化を， 1-)11路市内の中学校学区別に示したのが第 91~である.なお，第 91豆では白地区買物
依存率の変化も示しているが，中心商業地と新矯大通商j苫街が含まれる地区に隠しては，それらの小
売蔀業地での買物割合をそれぞれ白地区買物依存とは別に集計した.
1-)1路市内で中心商業地での買物割合が増加する地区は皆無であり， liコ心商業地が立地する地区とそ
の南側に隣接する地区を除くと，いずれも10%以上買物割合が減少している.それに対し，新橋大通
商j苫街での高級衣料品の買物割合は市全域で増加しており，特に，その値が急増している地匿は，到1
路市の北部と西部の地区である.なお，高級衣料品を白地区で貨物する割合が増加している地区は釧
路市の北端部の地区と， 1日釧路)1の東部に分布する地区である.針1I路市全域で高級衣料品の貿物場所
としての中心商業地の地位は低下したが 市の西部の地底では新橋大通商j苫街への依存度を高めたの
に対し，市の東側の地区では，自地区内での自足度を高めたと言える.
IV -2 周辺商業地との関係の変化
到1路市において中心商業地と競合する商業地との相対的関係の変化を考察するために，弱1路市街地
における標準メッシュ別小売業集積量の変化を検討する.第101~ は， 1亙で示した範囲内の全小売業の
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第9図 高級衣料品の買物場所の変化 (1982町88年)
資料:釧路市・弱1路商工会議所(1989) : 明1路管内高圏動向調査報告書』
底舗数の合計を1，000として，各メッシュの占める割合を1979年と1988年とで求め，後者から前者を
差しヲiいた値を示したものである.それによると 中心商業地を中心として 中心部でもっとも減少
傾が大きく，次いで減少将が大きい地区はそれを箇んで分布しており，また，旧鋭|路川の東側の市街
地全域で，若干庖舗数割合が減少した地区が分布する.一方，市の北部と西部では庖舗数割合が増加
した地区が分布しており 特に 釧路市とそれ市街地が連続する釧路町を含む対象地域の北東部で，
その増加が著しい.全体的にみると，鎖|路市の中心部で小売庖舗割合の減少が激しく，中心商業地局
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第10密 メッシュ 7JI小売業庖舗数構成比の変化 (1979-88年)
資料:商業統計
ー-5.0 o 21._ 
t____"ー由一..J1¥111 
第1図 メッシュ別寅回品j苫舗数構成比の変化 (1979-88年)
資料:商業統計
辺と古くからの市街地である釧路市東部の地区で庖舗割合が若干ながら減少している.その毘辺の市
街地縁辺部では小売業庖舗割合が増加しており，特に住宅地が建設されている市の北部と北東部では，
小売業活鍛割合の増加が激しい.なお，中心商業地南端で!日到1路)1 河口部のメッシュのみはj苫舗数割
合が急増しているが， 1988年時点で釧路フイッシャーマンズワーフの建物は建設されていない.この
メッシュの増加庖舗数は僅か6庖のみであり，このメ yシュの総庖舗数が少ないため，変化が強調さ
れただけであろう.
次に，貿回品}苫に関して上記と同様に，その分布を示したのが第1留である.全小売業と同様に中
心部で減少が激しく，市街地縁辺部で増加する向心円構造がみられるが，庖舗割合の減少地区の範囲
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は全小売業に比べると小さく，中心商業地周辺地域で寅回品小売業の集積が高まっている.なお，寅
回品};5告m割合が急増する地区は，全小売業が急増した地区と，その西側の新橋大通高庖街との間に集
中する.
前章で述べたように， 1979年以降釧路市の中心商業地で、は小売業庖舗数が絶対的に減少していた.
釧i路市全体でも小売業活舗数は減少していたが，市街地の縁辺部では小売業が増加しており，留1路市
に占める到1路市中心商業地のj苫舗集積量の相対的地位は近年低下の一途である.寅回品に関しても，
~II路市中心商業地の地位は低下している.
V まとめ
本研究では，地方都市である北海道釧路市の中心街業地が，全面的展開を示す大型スーパーチェー
ンが進出した1976年を契機に， 1989年現在までいかに変化したのか，その変化プロセスを，小売業の
廃業と新設による庖舗の交替に着目して考察した.また，中心商業地の環境要因である釧路市の消費
者寅物行動と，中心蕗業地を取り囲む市全域の小売蕗業地の動向をも分析した.結果は， 0、下にまと
められる.
1 .弱1路市中心商業地では第 1種大規模小売j苫の集積地が中心商業地北端部の]R釧路駅前と中心
商業地南端部である!日銀|路)1沿いに 2分されており，その間には金融機関を主体とする事業所が集積
する.告1路駅前から北大通中心部付近まで，小売業が廃業して現在非小売業になっている地点が多い
が，それらは現在駐車場か事業所ピルの一部になっており 中心商業地中心部の業務街化は一層進展
したと言えよう.なお，中心商業地南東部の末広町では 飲食庖街としての特徴を強めている.
2. }苦舗の交替に際して生じる業種パターンとしてもっとも多いのが買国品小売業への変化を示す
形態で，次いで駐車場・空き地・住宅への変化で、ある.後者は，北大通の中心部では金融機関の駐車
場への変化形態と，他の機能へ変化するまでの漸移的利用である.北大通の中心部では業務街化，末
広町では飲食j苫街化する{頃向があるとはいえ，毎日路市の中心商業地では，土地利用的には寅回品小売
業の説合がより高まっていると言えよう.
3.釧路市の中心商業地では，独立活の廃業と多庖舗小売業の新設により}苫舗が入れ替わっており，
多j苫舗小売業において従業者規模5人以上の活舗割合が比較的高く，また，廃業庖舗に比べて新設庖
舗数が少ないので，これが零細庖舗の割合を低下させた.多庖舗小売業はほぼ全ての業種で増加して
いるが，全体的に，高級翼団品関係業種では鋭i路市以外の資本による支庖が主体で，それ以外では釧
路市の本志が所在する釧路市の資本による支庖が主体の傾向にある.告1路市に支庖を展開する本庖は，
1975年以前から営業を続けているj苫舗が主体であり それらの支店は釧路市の北端と南端の商業核に
立地している.
4. 留1路市では近年市街地の北部に進出した第 1種大規模小売j苫を核とする新しい形態の小売蕗業
地が形成されており，それらの地区で小売業の増加が著しい.また，鎖|路市中心商業地の翼物吸引力
は近年低下しており，市の西部では新橋大通商店街の吸引力が市の東部では白地区の自足率が高まっ
た. しかしながら 中心商業地での寅物割合はまだ他の商業地と比べものにならないくらい大きい.
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仙台市の中心商業地における支応の立地展開を検討した石沢29)は，仙台市の中心酪業地で東京資
本の支応が増加し，仙台市資本の支応は仙台市のj司辺町村に進出することを指摘している.本研究の
知見もそのことを示唆し，また首都圏の外縁部における小都市の中心部商業地の例でも同様の結果が
得られた30) しかしながら，業種別に見ると，釧路市では高級寅図品以外で、は釧路市資本の支応が
圧倒的多数を占めており， また，婦人・子供服でも釧路市資本の支庖の割合は非常に高い. i&1I路市の
中心商業j訟を変化させている主体は現在のところ釧路市資本の支j苫であり， また，中央資本の支)吉と
はそれらの業種が異なり，いわゆる差別化により生き残りを図っていると言えよう.なお， 1975年以
前から営業を続けている存続応舗は， I=jJ央資本のJ;g舗にとって，いわば中心商業地に立地する魅力に
欠ける業設で構成比が高く，このことからも，釧路市の地元資本の小売業が中央資本と直接競合しな
い市場で、生き残っていることを示している.それらの存続j苫舗が釧路市中心商業地に支j苫を展開する
主体となっている.
本研究では釧路市の中心蔀業地の動向を詳細に検討したが，その変化の主体は多庖舗小売業で、あっ
た. しかしながら，近年多庖舗小売業の立地展開が激しいのは，都市の郊外地区である. i&1!路市でも
市街地外縁部でいわゆるロードサイドショ yプが増加しており，第 1種大規模小売J;gを核とする小売
商業地も形成されている.中心商業地と，それと競合する存在になっている周辺商業地の変化を共に
考察することにより 地方都市の小売業の地域システムは解明できょう.それについては，今後の課
題としたい.
本研究を作成するにあたり，輿野隆史先生，村UJ祐司先生をはじめとする筑波大学地球科学系の諸先生方か
ら御指導ーを頂いた.資料収集に際しては釧路市審議室企画課統計係，釧路荷工会議所ならびに ~II路市中心商業
地の!苫舗経営者の方々の御協力を得た.また 調査には北海道教育大学部i路分校の学生の御協力が得られた.
記して感謝する次第である.なお，本研究は日本地理学会1991年度春季学術大会で発表した内容を修正・加筆
したものである.
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Retail Change in the Central Shopping District of 
Kushiro. Hokkaido 
Katsuhiko NEDA 
The purpose of this study is to examine the “natural" dynamics of retailing -the unending 
sequence of store openings and closures - in the central shopping district of Kushiro between 
1975 and 1989. The city of Kushiro is an important government and retail center in the East Hok-
kaido. The results of this study are summarized as follows: 
1n 1975， large scale stores located at the front of Kushiro station on the north end and on the 
south end of the shopping district of Kushiro. Until 1989， two large scale stores had opened on 
the north end， and one large scale store had opened on the south end. By contrast， banks， other 
businesses， parking lots and vacant lands have increased on the part of the central shopping dis-
tnct. 
During the 1975-89 period， the survival rate of retail outlets in central Kushiro is 34.3%. 
Many survival shops have branch stores on the north end and on the south end of central 
Kushiro. The independent retailing recorded the highest death rate and the lowest birth rate. By 
contrast， the corporate and contractual chain stores recorded the highest birth rate. The number 
of retail births are slightly less than that of deaths， and the former's small store rate is less than 
latter's. So central Kushiro's chain store rate is nearly 50% in 1989. 
